
３．日本における水産エコラベルの取組

１．水産エコラベルとは

２．世界の状況



水 産 エ コ ラ ベ ル の 構 築 に 係 る 閣 議 決 定 等

○水産基本計画（平成29年４月28日閣議決定）

第２－Ⅰ－４－（１）
ウ 水産エコラベルの推進

我が国の水産物が持続可能資源であり、管理しつつ最大限活用することの重要性を消費者に理解してもらうためにも、
持続可能な漁業・養殖業由来であることを示すエコラベルの普及を、水産加工業者や流通業者等との連携を図りつつ
促進していく。この一環として主要資源の状況や資源管理の実施状況につき理解しやすい形で積極的に公表し、これに
より、漁業者がより高いレベルの資源管理に取り組むインセンティブを与える。

○未来投資戦略２０１７（平成29年６月９日閣議決定）

第２－Ⅲ－２－ⅱ）－④
・（中略）日本発のGAP認証、HACCPをベースとした食品安全管理規格認証及び水産エコラベル認証の仕組みに関し、普
及及び国際承認に向けた民間団体の取組や、国際標準の議論に参画できる人材育成体制整備を促進する。

○知的財産推進計画２０１７（平成29年５月知的財産戦略本部決定）

Ⅱ－１－（２）
（水産分野における国際標準化の推進）

・小規模で多様な漁業が多種多様な魚種を利用している我が国水産業の実態等に対応し、コスト面等で取り組みやす
い規格や認証の仕組みの構築と、その国際規格化に向けた取組等について官民が連携して推進し、輸出環境の整備
等を図る。

○輸出力強化戦略（平成28年５月農林水産業・地域の活力創造本部決定）

Ⅲ－第１－４－（３）
・日本発の国際的に通用する民間の規格・認証の仕組みの構築
◇ 水産エコラベル（平成29年度までにMELジャパン（マリン・エコラベル・ジャパン）の中に輸出向け水産物の認証ス
キームを構築することを目指す）
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認 証 事 業 者 の 事 例 （ 資 源 管 理 の 取 組 ）

べにずわいがに漁業

スケトウダラ・サケ資源（幼稚魚）の保護の
ため、定置協会独自の取組みとして、開始
から6月まで箱網(魚取り部)の目合に「荒目」
を使用するとともに、幼魚の海中放流を実
施。

かにかごに9cmの脱出口を設置し、小型の
カニを保護。

定置網漁業
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（一社）マリン・エコラベル・ジャパン協議会資料より
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我 が 国 で 主 に 活 用 さ れ て い る 水 産 エ コ ラ ベ ル 認 証

※認証数は平成29年12月末現在の値（ASCについては、平成30年１月末現在）（水産庁調べ）。

MSC認証
イギリスのＭＳＣ（海洋管理

協議会）が運営する認証スキー

ム。世界では329漁業が認証

を取得。我が国ではホタテガイ

（北海道）、アカガレイ（京都

府）、カツオ及びビンナガ（宮

城県）の４漁業が認証を取得。

流通加工については138事業

者が認証を取得。

ASC認証
オランダのＡＳＣ（水産養殖

管理協議会）が運営する認証ス

キーム。対象魚種は、サケ、二

枚貝、ブリ、アワビ、海藻など

13種。世界では569養殖場が

認証を取得。我が国ではカキ

（宮城県）、ブリ（宮崎県、鹿

児島県）の3養殖業（9養殖場）

が認証を取得。流通加工につい

ては50事業者が認証を取得。

MEL認証

（一社）マリン・エコラベ

ル・ジャパン協議会が運営す

る認証スキーム。平成28年

12月に一般社団法人化。静

岡県駿河湾のサクラエビ漁業

など28漁業が認証を取得。

流通加工については53事業

者が認証を取得。

漁
業

AEL認証

（一社）日本食育者協会が

運営する認証スキーム。平成

26年2月設立。宮崎県のカ

ンパチ、鹿児島県のブリ、愛

媛県のマダイなど29養殖業

が認証を取得。流通加工につ

いては11事業者が認証を取

得。

海
外
の
認
証

我
が
国
の
認
証

養
殖
業



日 本 発 の 水 産 エ コ ラ ベ ル の 取 組 の 推 進 に つ い て

マリン・エコラベル・ジャパン（ＭＥ

Ｌ）は、 一般社団法人マリン・エコラ

ベル・ジャパン協議会がスキーム

オーナーとして策定・運営する、我

が国の資源管理の実態等を踏まえ

た規格・認証スキーム。

ＭＥＬは、FAOの水産エコラベル

ガイドラインに沿って、

① 「人」の管理

② 認証対象となる「資源」の管理

③ 「生態系」への配慮

の３本柱からなる要求事項を定め

ている。

水産資源情報の見える化
～ＳＨ“Ｕ”Ｎプロジェクト～

・漁業者から消費者まであらゆる方々

にとって一目で分かる資源情報等の

提供

・最新の科学的情報のデータベース化

による認証審査の透明化、迅速化

日本発の水産エコラベル認証

○ 漁業者による認証取得数

の増加

○ 流通加工事業者、外食、
ホテル等と連携し、店頭に
並ぶエコラベル商品数を
増加

○ 国際機関等と連携した国

際シンポジウムによる国

内外への発信

認知度向上に向けた取組

国

産

水

産

物

の

消

費

拡

大

海外との連携

○ 現在の主な輸出先である香港、米国に加え、今後、輸出を拡大し

ていくEU、アジア等の流通加工事業者によるMELの取扱数の増加。

○ 多様な漁業が多種多様な魚種を利用するといった特徴が類似し

ているアジア地域の漁業者によるMEL認証の取得。

 持続可能で環境に配慮された我が国水産物の販路拡大、消費の増加に向けて、小規模で多様な

漁業が多種多様な魚種を利用している我が国水産業の実態等に対応した水産エコラベル（ＭＥＬ）の

取組を推進。（2007年に開始、2017年12月現在:28件（漁業認証））

 ＭＥＬの認知度の向上に向けて、①認証取得数及び取扱商品数の増加、②国際シンポジウムなど、

イベント等による消費者等に対する啓発活動、③水産資源情報の見える化等の取組を推進。
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一 般 社 団 法 人 マ リ ン ・ エ コ ラ ベ ル ・ ジ ャ パ ン 協 議 会 組 織 体 制 図

事務局：業務の事務

顧問

認証機関（ＣＢ）
（公財）日本水産資源保
護協会（ＪＦＲＣＡ）

認定機関（ＡＢ）
（公財）日本適合性認定

協会（ＪＡＢ）

認定
=審査能力の評価

漁業者
流通加工事業者

認証
=漁業・製品の認証
規格へ適合性評価

一般社団法人マリン・エコラベル・ジャパン協議会（H28.12.2設立）
（スキームオーナー）

総 会：意思決定機関
正会員：２社
・（一社）大日本水産会
・全国漁業協同組合連合会

H29.10.3時点

理事会：業務執行機関
会 長 ： 垣添 直也（（一社）大日本水産会・相談役）

専務理事： 長岡 英典（（一社）大日本水産会・常務理事）
理 事 ： 伊藤 裕康（（一社）全国水産卸協会・会長）

早山 豊（全国水産物卸組合連合会・会長）
山下 潤 （日本かつお・まぐろ漁業協同組合・代表理事組合長）
永井 良和（全国水産物商業協同組合連合会・会長）
佐藤 忠則（北海道漁業協同組合連合会・代表理事副会長）
松本 哲 （日本生活協同組合連合会・生鮮原料事業推進室長）
大森 敏弘（全国漁業協同組合連合会・常務理事）
中平 博史（（一社）全国海水養魚協会・専務理事）

監 事 ： 吉田 光徳（（一社）日本トロール底魚協会・会長理事）
富岡 啓二（（一社）全国底曳網漁業連合会・会長理事）

評議員会

業務執行理事：１名、事務局長１名、事務局員：１～３名

委員会
又は
専門部会

スキーム文書
の提示

設置

（水産業界）長岡 英典（（一社）大日本水産会・常務理事）
（加工流通業界）中野 健一（全国水産物商業協同組合連
合会・専務理事）
（環境団体）宮本 俊和（（一社）自然資源保全協会・理事）
（消費者団体）山崎 初美（主婦連合会・環境部）
（学識経験者）黒倉 壽（東京大学大学院・特任教授）

漁業認証規格委員会

（水産業界）長岡 英典（（一社）大日本水産会・常務理事）
（学識経験者）佐野 元彦（東京海洋大学大学院・教授）
（加工流通業界）中野 健一（全国水産物商業協同組合連
合会・専務理事）
（環境団体）宮本 俊和（（一社）自然資源保全協会・理事）
（消費者団体）山崎 初美（主婦連合会・環境部）
（水産業界）中平 博史（（一社全国海水養魚協会））

養殖認証規格委員会

覚書

契約
又は
覚書

設
置

作業部会
漁業認証規格・ＣｏＣ認証規格

東京大学八木研究室 ほか

養殖認証規格
東京海洋大学 ほか 25



マ リ ン ・ エ コ ラ ベ ル ・ ジ ャ パ ン （ M E L ） の 国 際 標 準 化 イ メ ー ジ 図
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出典：東京大学 八木研究室

(公社)



各 ス キ ー ム の 比 較 表
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（ 参 考 ） 水 産 エ コ ラ ベ ル に 関 す る 統 計 （ 消 費 者 の 認 知 度 と 購 入 意 向 ）

平成28年度 農林水産情報交流ネットワーク事業 全国調査

食料・農業及び水産業に関する意識・意向調査（平成29年３月21日公表）

１ 消費者モニターに対する調査結果
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（ 参 考 ） 水 産 エ コ ラ ベ ル に 関 す る 統 計 （ 漁 業 者 の 認 知 度 と 取 得 意 向 ）

平成28年度 農林水産情報交流ネットワーク事業 全国調査 食料・農業及び水産業に関する意識・意向調査

（平成29年３月21日公表）

２ 漁業者モニターに対する調査結果

計 21.0%
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（ 参 考 ） 水 産 エ コ ラ ベ ル に 関 す る 統 計 （ 流 通 加 工 業 者 の 認 知 度 と 取 得 意 向 ）

平成28年度 農林水産情報交流ネットワーク事業 全国調査 食料・農業及び水産業に関する意識・意向調査

（平成29年３月21日公表）

３ 流通加工業者モニターに対する調査結果

計 31.1%
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